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別紙様式第１　様式2-1 ①

（令和５年度補正） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （市町村分）

自治体名 原村 (都道府県： 長野県

関 連 事 業 メ ニ ュ ー 1_2_1 自治体間連携を伴う結婚支援の取組

個 別 事 業 名 婚活イベント・スキルアップセミナー事業
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

継続

本事業の担当部局名 総務課

事 業 メ ニ ュ ー 地域結婚支援重点推進事業

区 分 重点メニュー

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位
置付け
※（注）２

（これまでの少子化対策の全体像及びその効果検証から浮かび上がった地域の実情及び課題 ）※全事業共通

　本村では、令和2年3月策定の第2期原村地域創生総合戦略において、「出生率を高めて出生数を増やすことによっ
て人口減少に歯止めをかける」と掲げている。
　令和２年度の婚姻数24件、出生数40人と、経年的に低下傾向にあり、緊急に対策を講じる必要がある。（参考：平成
29年婚姻数34件、出生数64人）。

（当年度の少子化対策の全体像及びその中での本個別事業の位置付け）

＜当年度の少子化対策の全体像＞※全事業共通
　本村の人口は横ばいで推移しているが、自然減の傾向が続いているため、安心して結婚、妊娠、出産、子育てがで
きるよう、切れ目のない支援を行うとともに、仕事を続けながら子育てができる環境づくりに取り組む。

＜本個別事業の位置付け＞
　第2期原村地域創生総合戦略において、「安心して結婚、妊娠、出産、子育てができるよう、切れ目のない支援を行う
とともに、仕事を続けながら子育てができる環境をつくる」ことを掲げており、本個別事業はその一環として、婚活イベ
ントを開催することで結婚を希望する独身者にを異性との出会いの場を提供するものである。

(過年度の本個別事業で浮かび上がった課題の分析及びそれに対する取組（ステップアップ）)

　前年度は八ヶ岳定住自立圏（原村・富士見町・山梨県北杜市）の婚活イベントと、村単独の婚活イベントを各１回実施
したが、また参加したいとの意見や、都合が悪く参加できなかった等の声も聞かれたため、出会いの場の提供（イベン
ト）回数を増やす。

年度

対象経費支出予定額
※（注）１ 760,000

円

実施期間 令和6年4月1日 ～ 令和7年3月31日 事業開始年度 平成 22

※（注）３

4
県が開催するセミ
ナー等への参加

長野県が主催する職員向けのセミナーや研修会等があった場合は積極的に参加をして職
員のスキルアップを図るほか、婚活イベント等については村登録者等に周知広報していく。

村単独婚活イベン
ト

・出会いの場となる婚活イベントを村単独で実施。
　村登録者やながの結婚マッチングシステム登録者のほか、村内や県内へ移住を検討して
いる方なども含めて参加者を募集する。（４回実施予定）
【イベント対象者】婚活イベント申込者
【イベント参集人数】各回20人程度（男女各10名程度）

・スキルアップセミナーの実施
　カップリング率の向上を図るため、上記婚活イベント開催にあわせて参加者向けスキル
アップセミナーを実施する。
【対象者】婚活イベント参加者
【参集人数】婚活イベント参加者全員（各回20人程度（男女各10名程度）

・参加者を募集するためチラシの作成やHPによる周知広報を実施する際に、村、八ヶ岳定住
自立圏の登録者やながの結婚マッチングシステムの入会推進も含めて行う。
　【チラシの配架先】役場、観光案内所等の村内公共施設、近隣市町村等
　【チラシ作成部数（予定）】1,000枚

・イベント参加者に対して、ながの結婚マッチングシステムの紹介をするなど、登録促進を行
う。

○ ○

2
八ヶ岳定住自立圏
事業婚活イベント

　八ヶ岳定住自立圏域内それぞれの特色・魅力を活かした体験をテーマにした対面イベント
を実施する。（３回実施予定） ○

個

別

事

業

の

内

容

番号 項目 内容
ステップ
アップ

KPI
設定

1

3
八ヶ岳定住自立圏
結婚支援に係る協
議の場について

　八ヶ岳定住自立圏連携の取組及び各市町村における取組をより効果的に行うために情報
共有・意見交換を行う。
・協議会名
　八ヶ岳定住自立圏結婚支援担当者会議
・協議会の構成員
　原村、富士見町、山梨県北杜市
・協議内容（予定）
　〇各市町村の結婚支援の取組について情報提供
　〇八ヶ岳定住自立圏事業結婚支援の取組について（周知広報・目的や成果目標の共有
等）
・開催時期（予定）
　年３回程度開催（６月～１０月）

【次年度以降に向けた事業の方向性】

　アンケート結果を活用し、各世代に応じたイベントの内容について検討を行い、より効果的に実施されるよう見直しを図る。

【事業内容を検討する上で参考とした既存事業】

　八ヶ岳定住自立圏婚活イベント

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標　※（注）４

※全事業共通

KPI項目 単位 目標値 現状値

出生数 人 55（R6） 46（R3）

参考指標
※（注）５

※全事業共通

項目 単位 直近の実績

合計特殊出生率 1.61（H25～H29）
婚姻件数 件 11（R3）
婚姻率 3.18（R2）

（アウトプット）

1 村単独婚活イベント参加者数 人 80（各回20） 24（R5）

単位 目標値 現状値
事業内容

番号 項目

2 八ヶ岳定住自立圏婚活イベント参加者数 人 144 128（R5）

3 村単独スキルアップセミナー参加者数 人 80（各回20） 24（R5）
（アウトカム)

1 村単独イベント参加者の満足度（満足と回答した割合） ％ 90 87（R5）
2 八ヶ岳定住自立圏イベント参加者の満足度（満足と回答した割合） ％ 80 71（R5）
3 村単独スキルアップセミナー参加者の満足度（満足と回答した割合） ％ 100 93（R5）

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的

成果目標　※（注）６

KPI項目

他自治体との連携・役
割分担の考え方及び具

体的方法　※（注）７

　結婚支援は、広域的な取組がより効果を高めるため、県と市町村の連携により全県的な取組の強化を図っていく。具
体的には、以下の方法とする。
　・ながの結婚マッチングシステムを通し、市町村は広域的なお見合い支援を実施する。県は、マッチングシステム
　　の運用支援等を通し、市町村をサポートしていく。
　・セミナー開催については、参加企業・団体の募集には市町村の協力を得る代わりに、交流機会の中で市町村の
　　支援拠点への登録促進と市町村開催イベントへの参加呼び掛け、新システムに関する情報発信を行う。

　また、八ヶ岳定住自立圏構成市町村（原村、富士見町、山梨県北杜市）として婚活イベントを開催することで、それぞ
れの特徴、魅力を生かした出会いを提供する。それにより若い世代の成婚、定住につなげていく。

【自治体間連携により実施する事業】
○長野県との連携
　長野県：県民の希望をかなえる結婚応援事業（業種間交流・移住促進交流の実施、マッチングシステムの運用）
　原村：婚活イベント事業（出会いイベントの開催）

○山梨県北杜市との連携
　山梨県北杜市：北杜市結婚支援事業（婚活イベント）
　原村：婚活イベント事業（出会いイベントの開催）

【自治体間連携により効果的・効率的になる内容】
○長野県との連携
　・県と市町村間で役割分担をし、連携を密にすることで、県全体の結婚支援体制の強化を図る。
　・市町村単独では、参加範囲やPR効果が限定的なため、新たな広域的な出会いの機会を県が実施することに
　　より、従来の範囲を超えた出会い・交流の場づくりが可能
　・市町村単独では実施困難な「移住×婚活」の取組を、県全体で県外広域イベントを実施することで、新たな出
　　会い・交流機会を効果的に実施可能

○山梨県北杜市との連携
　・近隣の生活圏を同じくする市町村内で連携し、事業の実施規模を大きくすることで、マッチングのさらなる促進及び
マッチング率の向上など各市町村民のマッチング機会の拡大を図る。
　・広域連携のイベントにより、各市町村ぞれぞれが、取組のレベルアップやノウハウの吸収を図る。

民間事業者との連携・
役割分担の考え方及び

具体的方法　※（注）８

　村商工会等を通じ、村内及び周辺市町村の事業者へ本事業を周知する。



３．本個別事業に要する費用及びその内訳

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（経費区分ごとの合計）

※自治体間連携で事業を実施する場合は、総額の所要額を入力すること。

No 経費区分 経費区分毎の内訳 総事業費
交付対象事業費 交付対象外事業費

別紙様式第１　様式2-2
積算内訳書

１．地方自治体名 長野県原村

２．個別事業名
婚活イベント・スキルアップセミナー事業

対象経費支出予定額： 760,000 円

委託料

イベント企画運営費（４回分　一括）
・イベント打ち合わせ、交通費
・チラシ作成費
・広告宣伝費
・顧客管理費
・イベントスタッフ費
・当日運営費
・アンケート作成、集計費
・カップリング、プロフィールシート作成費
・資料印刷、加工代
・報告資料作成費
・イベント準備費
・特別道具費
※本交付金の対象外経費は含まれていない

660,000 660,000 0

①村単独婚活イベント

負担金 八ヶ岳定住自立圏事業婚活イベント開催負担金 100,000 100,000 0

②八ヶ岳定住自立圏事業婚活イベント

計 760,000 760,000 0

役務費
総事業費 0 0 0 0 0 0
区分 諸謝金 賃金 報償費 旅費 需用費

0
区分 委託料 使用料及び賃借料 備品購入費 負担金 補助金 計

交付対象事業費 0 0 0 0 0

760,000
交付対象事業費 660,000 0 0 100,000 0 760,000

総事業費 660,000 0 0 100,000 0

1 660,000 8,250

（参考）上記のうち、セミナー・イベント等開催時の一人当たりコスト （単位：円、人）

番号 所要額（X）※
一人当たりコスト

(X÷Y)
セミナー・イベント名称

参加予定人数
（Y）

（参考）過去の同セミ
ナー・イベントの人数

村単独婚活イベント 80 24

8,021

3 0

2 1,155,000八ヶ岳定住自立圏事業婚活イベント 144 128



個票

個票

）

世帯 世帯
世帯
世帯

＜上限額＞ ＜積算＞

　（29歳以下） × 円 = 円

　（その他） × 円 = 円

　（継続補助） 円

円

令和 5

別紙様式第１　様式2-1 ②

（令和５年度補正） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （市町村分）

自治体名 原村 (都道府県： 長野県

関 連 事 業 メ ニ ュ ー
4_2 新規に婚姻した世帯に対する住宅取得費用又は住宅賃借費用に係る支援及び引越費用等に係る
支援（都道府県主導型市町村連携コース）

個 別 事 業 名 原村結婚新生活支援事業
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

継続

本事業の担当部局名 総務課

事 業 メ ニ ュ ー 結婚新生活支援事業

区 分 結婚新生活支援

令和7年3月31日 事業開始年度

夫婦ともに婚姻日における年齢
が39歳以下の世帯

自治体独自
基準の場合

【補助上限額】

＜当年度の少子化対策の全体像＞※全事業共通
　　本村の人口は横ばいで推移しているが、自然減の傾向が続いているため、安心して結婚、妊娠、出産、子育てがで
きるよう、切れ目のない支援を行うとともに、仕事を続けながら子育てができる環境づくりに取り組む。

＜本個別事業の位置付け＞
　第2期原村地域創生総合戦略では、基本目標の一つとして「しあわせを誇れる健康・福祉・子育て環境をつくる（結婚・
出産子育て・福祉・健康）」を目標としている。
1.地域で支え合い健やかに生きる
2.きめ細やかな高齢者福祉
3.障がい者の自立と社会参加
4.結婚・出産・子育てできる環境づくり
　本個別事業は、「4.結婚・出産・子育てできる環境づくり」に位置付けられ、結婚に伴う新生活のスタートアップに係る
費用を支援することで結婚を希望する方の後押しし、婚姻数の増加を目指すものである。

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位

置付け
※（注）２

（これまでの少子化対策の全体像及びその効果検証から浮かび上がった地域の実情及び課題 ）※全事業共通

　　本村では、令和2年3月策定の第2期原村地域創生総合戦略において、「出生率を高めて出生数を増やすことによっ
て人口減少に歯止めをかける」と掲げている。
　令和２年度の婚姻数24件、出生数40人と、経年的に低下傾向にあり、緊急に対策を講じる必要がある。（参考：平成
29年婚姻数34件、出生数64人）。

（当年度の少子化対策の全体像及びその中での本個別事業の位置付け）

年度

対象経費支出予定額
※（注）１ 3,000,000

円

実施期間 令和6年4月1日 ～

個
別
事
業
の
内
容

１．概要

【補助対象要件】

・所得要件
夫婦の合計所得が

500万円未満
自治体独自
基準の場合

・年齢要件

39歳以下
の場合

各費用に係る合計が30万円
自治体独自
基準の場合

29歳以下
の場合

各費用に係る合計が60万円
自治体独自
基準の場合

各費用に係る合計が５０万円

【対象費目】

家賃 住宅購入費用 リフォーム費用 引越費用

②継続世帯見込 0
上記のうち ともに29歳以下 3

【継続補助】

継続補助規定の有無 有

【その他独自要件】

２．申請見込

①新規世帯見込 8

世帯

～12月(実績) 0 世帯

1月～3月(見込) 3 世帯

その他 5
【世帯数積算根拠】

　(参考）

　【令和５年度申請状況】

　申請世帯数見込 3

実施中

　29歳以下：３世帯（申請見込）×50万円（補助上限額）＝1,500千円
　上記以外：５世帯（申請見込）×30万円（補助上限額）＝1,500千円
　
・申請見込については、結婚活動支援業務をミッションとする地域おこし協力隊を中心に、
婚姻数の増加を見込んでおり、申請者が増加すると想定した。
・年齢別の割合は原村マリッジサポートセンターへの相談者の割合を参考に算出

5 世帯 300,000 1,500,000

0

合計 3,000,000

【金額積算根拠】

3 世帯 500,000 1,500,000 左記上限額のとおり

３．広報の実施予定

村広報誌やHPへの掲載、婚姻届提出時のチラシ配布等

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標　※（注）４

※全事業共通

KPI項目 単位 目標値 現状値

出生数 人 55（R6）

※（注）３

46（R6）

参考指標
※（注）５

※全事業共通

項目 単位 直近の実績

合計特殊出生率 1.61（H25～H29）
婚姻件数 件 24（R2）
婚姻率 3.18（R2）

（アウトプット）

1 支給世帯実績／支給見込世帯数の割合 ％ 100 ―
（アウトカム)

1

結婚新生活支援事業に関するアンケートにおける「本事業の
認知度」 ％ 50 ―

民間事業者との連携・
役割分担の考え方及び

具体的方法　※（注）８

村商工会等を通じ、村内及び周辺市町村の事業者へ本事業を周知する。

他自治体との連携・役
割分担の考え方及び具

体的方法　※（注）７

県HPに掲載して周知を図る。

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的

成果目標　※（注）６

KPI項目 単位 目標値 現状値

事業内容
番号

項目

2

結婚新生活支援事業に関するアンケートにおける「地域に応
援されていると感じた世帯の割合」 ％ 70 ―


